
は じ め に

　そもそも後発企業効果という概念を着想した当初，筆者にはアジア経営

史の問題関心が大きく存在した。すなわち，アジアをはじめとした発展途

上国が経済発展していくプロセスにおいて，当該国内の企業間競争，なか
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でも当該国の後発企業が先進国先発企業をキャッチアップしていくことが

いかなる影響を及ぼすのか，という問題関心である。その結果，当初想定

していた後発企業効果とは，「後発企業が先発企業を逆転ないしはそれに

準ずるキャッチアップを実現した現象で，発展途上国の経済発展に影響を

及ぼす効果」 1）といった内容のものであった。

　その際，発展途上国の経済発展に連動する狭義の後発企業効果ととも

に，先進国も含めたより一般的な企業間競争における後発企業のキャッチ

アップも想定可能なため，「後発企業が先発企業を逆転ないしはそれに準

ずるキャッチアップを実現した現象で，企業間競争を活性化させる効果」

と，後発企業効果をより広義に理解していたが 2），宇田川・橘川・新宅編

（2000）への執筆参加を機に企業間競争への興味は深まっていき，経営史

学と戦略論との学際性に強い関心を抱くようになった。

　以上整理するならば，発展途上国の経済発展との連動にこだわった狭義

の後発企業効果から，戦後の企業間競争も包含する広義の後発企業効果を

実証的に分析することへと筆者の関心が移行していき，それが本研究の出

発点をなしている。それにともない，単なる後発企業現象にとどまること

なく後発企業「効果」と呼ぶ以上，後発企業によるキャッチアップ現象に

よってもたらされる効果の中身についても精緻化する必要性が生じた。そ

こで，後発企業によるキャッチアップ及び逆転が当該市場を活性化させ，

さらなる市場拡大をもたらす効果が期待されることを概念規定に含めるこ

とにした次第である。

　ここで，本論文における後発企業効果を概念規定しておくことにする

が，同効果のダイナミズムをより鮮明に描き出すために２つの限定を加味

することとした。すなわち，「準ずる」とするキャッチアップを除外して

1）　久保（2003b）218-228頁。
2）　久保（2003b）219頁。



後発企業効果をめぐる経営史的考察（久保）　459

逆転に限定するとともに逆転相手の先発企業をトップ企業に限定し，本論

文の後発企業効果を次のように概念規定する。

　「後れて市場参入した後発企業がトップ企業をキャッチアップし，つい

には逆転を成し遂げることによって，当該市場の企業間競争を活性化さ

せ，さらなる市場の拡大を可能にする効果」と。

　なお，後発企業によるトップ企業逆転は当該市場のマーケットシェアに

よって確認することとし，対象市場は国内市場に限定する。

　次に，後発企業をめぐる先行研究について整理しておきたい。山田

（1995），シュナース（1996），山田・遠藤（1998），恩蔵（1999），原田（2000），

テリス・ゴールダー（2002），山田（2004）（2007）など多岐にわたるが，一

連の先行研究には２つの共通点が指摘できる。１つが，テリス・ゴールダ

ー（2002），シュナース（1996）を除くと，先発優位の視点から企業逆転を

論じる傾向が強く，後発優位について論じる場合も先発優位との関連で論

じられている点である。

　そして，この第１の共通点は第２の共通点と大きく関連する。先発の優

位性，後発の優位性という論点を初めて世に問うた後発企業研究の金字塔

とも言える Lieberman and Montgomery（1988）をすべての先行研究が踏

まえている点であり，こと後発企業の視点に関する限りいずれの先行研究

も同研究を踏襲し大きく超えるには至っていない 3）。

　そこで，本論文がベンチマークする最大の先行研究を Lieberman and 

Montgomery（1988）と定め，後に筆者なりの再整理を試みていくが，同

研究の先発優位，後発優位という視点を後発性のデメリット，後発性のメ

リットと言い換えることで，まずは先行研究との対話を試みておきたい。

3）　とはいえ，本論文の分析フレームワークを構築していくうえで一連の先行
研究から得られた知見は少なくなく，以下の分析に際して活かしていきた
い。
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まず後発の優位性としては，① ただ乗り効果，② 不確実性の解消，③ 経

営環境の変化，④ 先発企業の慣性の４点が，また先発の優位性としては，

⑤ 技術的リーダーシップ，⑥ 希少資源の先取り，⑦ 買い手のスイッチン

グ・コストの３点が指摘されている 4）。

　以上７点の後発企業ゆえの特性を念頭に後発企業効果をめぐる経営史的

考察を進めていくが，本論文は大きく３つの柱から成り立っている。まず

はマクロ定量分析であり，後発企業効果の対象企業の業種別整理，後発企

業が市場参入した年代別分布，後発企業がトップ企業を逆転した年代別分

布，その逆転までに後発企業が要した年数，そして，停滞期間を除く逆転

までのキャッチアップ年数である。

　次に，マクロの定量分析から定性分析へ移行するに当たっての中間的考

察であり，Lieberman and Montgomery（1988）を念頭に置きつつも筆者

なりに後発性のメリットとデメリットを再解釈し，後発企業効果の分析フ

レームワークを構築する。

　最後に，個別の事例研究を深めていくための準備作業としてマクロ定性

分析を行う。なかでも注目すべき５年以内に逆転した短期パターンについ

て，内部リソースの活用という観点から考察する。また，風味調味料市場

の味の素について定性分析を加えたうえで，本格的な事例分析に向けた課

題を明らかにし本論文のむすびとしたい。

Ⅰ　後発企業効果のマクロ定量分析

１　後発企業効果の測定方法とイメージ

　マクロ定量分析に先立って，まずは後発企業効果が発揮されたと認定さ

れるまでの手順について確認しておきたい。約820の市場のマーケットシ

4）　Lieberman and Montgomery (1988) pp. 41-49.
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ェアを整理しグラフ化した田淵（2009） 5）を活用し，ほぼすべての市場にお

ける後発企業効果の大量観察を実施した。そして，上述した後発企業効果

の概念に当てはまると考えられる約120の市場をピックアップし 6），これら

の市場について一次資料に遡り入手可能なデータをすべて確認したが，そ

の際，直近５年間のデータを補いつつメインプレイヤー（上位3-5社）に対

象を絞ったマーケットシェアのグラフを作成し直した。

　そのうえで，対象企業の業種分布，参入年代の分布，逆転年代の分布，

5）　田淵（2009）はあらゆる市場のマーケットシェアを長期間にわたり確認で
きるという意味ではまさに労作であるが，資料整理の段階にとどまり国会図
書館で閲覧するしか方法はない。また，今回後発企業効果が発揮された可能
性の高い市場に関して，一次資料に遡ってデータを確認しグラフを作成し直
したが，時系列からして出所の非連続性が見られ単純な推移確認には注意を
要する点，少なからぬ年度においてデータの不備が確認された点は，出版以
降最近のデータを補わなければならない点とともに同書の課題となってい
た。

6）　ピックアップした市場の約半分において後発企業効果が今回確認されなか
ったわけだが，その理由として以下の４つのパターンが指摘できよう。
① 出所に記されていた一次資料を国会図書館において入手できなった市場，
② 逆転は確認されたものの，後発企業によるトップ企業の逆転ではなかっ
た市場，③ グラフを再作成した結果，田淵（2009）とは異なり後発企業効
果が確認されなかった市場，④ 今回トップ逆転に限定したため，トップ企
業と並ぶないしはそれに近づくまでキャッチアップし除外された市場，以上
の４つである。② については後発企業効果ではなく企業逆転の対象市場と
して活用できるであろうし，とりわけ ④ については，後発企業効果の概念
規定に「逆転に準ずるキャッチアップ」を含めることで，より激烈な企業間
競争という視点から後発企業効果を考察していく可能性を内包しており，今
後の研究課題としたい。なお，ピックアップに当たっては，合併によるトッ
プ企業の逆転は除外することとした。後発企業がキャッチアップしトップ企
業を逆転するという後発企業効果の概念規定に照らしあわせるとき，複数企
業の合併によってマーケットシェアが合算され，結果としてトップに躍り出
るパターンは除外されるべきと考えたからであり，後発企業の戦略として
M&Aが重要であることは言うまでもない。
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逆転に要した年数，停滞期間を除く逆転までの年数について以下マクロ定

量分析を行っていく。その際，時代的背景やマクロの経営環境の変化との
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図１　携帯音楽プレーヤー

（出所）　「市場占有率の上位 3社」「市場占有率の上位 5社」各年版より作成。
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（出所）　図 1と同じ，日経産業新聞編『市場占有率』各年版より作成。
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関係にも着目しつつ，中間的考察において戦略的要因を考える準備作業と

したい。定量分析に入るに先立ち，まずは具体的に２つの市場を通して後

発企業効果のイメージを明確なものとしておくことにしよう。

　具体例として掲げたのは，近年激烈な企業間競争が展開されているデジ

タル家電において後発企業効果が確認された携帯型音楽プレイヤー（図１）

とヘッドフォンステレオ（図２）である。まず図１を見ていくと，注目す

べき局面が２時点ある。１つが後発企業の市場参入年であり，図１では後

発企業であるソニーが2003年に参入しているので翌2004年からグラフに登

場しているが，参入時点のマーケットシェアの低さから出所データには計

上されずグラフにはあらわれない時期がある。いま１つが後発企業効果の

確認できる逆転年であり，図１では2010年から2011年にかけて逆転してい

るので，後発企業効果は2011年に実現されたとする。

　後出の図６において確認されるように，後発企業効果までに要する年数

は５年以下と31年以上に最も多く存在するが，こうした二極化傾向をいか

に理解したらよいのか前もって考えておくことにしよう。図１は10年以下

の短期パターンであり，図２は11-20年の中期パターンであるが，両図を

比較し重要な点に気づく。図２における1988年までの停滞期（横ばいない

し減少の期間）を除くと，1996年まで８年で後発企業効果を発揮したこと

になり，実際のキャッチアップに要した年数は短期パターンに分類される

という事実である。

　要は，停滞期を除いた逆転までのキャッチアップ年数だけを見ると意外

に短く（後出図７参照），短期パターンと中長期パターンとの違いをもたら

す要因の多くが停滞期の有無に見出されるのである。言い方を換えるなら

ば，中長期パターンは漸進的にキャッチアップするパターンと停滞期を経

て短期でキャッチアップするパターンに分かれるのであり，なかでも後者

が多数を占めるという事実が後ほど明らかにされる。
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２　後発企業効果の対象企業

　後発企業効果の可能性が高いとしてピックアップした約120の市場のう

ち，本論文の後発企業効果の概念に当てはまる市場として63市場が確認さ

れた。表１はその対象市場を業種別に整理したものであるが，約15と幅広

い業種にわたっているのみならず個々の業種でも多岐にわたっている点が

確認できよう。

表１　後発企業効果の対象市場

業　　　種 後発企業効果の対象市場

製　　　薬

高脂血症治療剤，冠血管拡張剤，マイナーストランキライ
ザー，インターフェロン製剤，鎮咳去痰剤，不整脈治療
剤，抗ガン剤，抗炎症剤，制吐剤，脳代謝賦活剤，消化性
潰瘍用剤，糖尿病治療剤，催眠鎮静剤

家　　　電
携帯電話端末，普通紙複写機，CDプレーヤー，ヘッドフ
ォンステレオ，携帯音楽プレーヤー，テレビゲーム機（家
庭用），テレビゲームソフト，デジタルカメラ

食　　　品
即席袋麺，ウスターソース，レトルトカレー，ビスケット
類，缶コーヒー，風味調味料，発酵乳，味噌

化粧品・
トイレタリー

シャンプー，リンス，スカルプケア，リップカラー，コン
タクトレンズ，大人用紙おむつ

精密・情報機器
腕時計，一眼レフカメラ，プリント回路，ハードディス
ク，MRI

レ ジ ャ ー
硬式テニスラケット，ゴルフクラブ，ゴルフボール，パチ
スロ機

機　　　械
プラスチック射出成形機，産業用ロボット，ATM，ステ
ッピングモーター

化　　　学
工業用硝安，肥料用硝安，アクリロニトリル，ブタジエン
ゴム

輸　　　送 軽四輪乗用車，航空輸送

流　　　通 スーパーマーケット，冷凍倉庫
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建　　　築 システム建材，システムキッチン

鉄　　　鋼 棒鋼（小形），バーインコイル

パ　イ　プ 色板紙

金　　　融 消費者金融

そ　の　他 インターネットプロバイダ

（出所） 　各市場ごとに作成したマーケットシェアグラフ（図１，２，11，12，参考
図 1-59）をもとに筆者作成。

　そこで，業種別の分布をあらためて図３に見ていくと，製薬13を筆頭に

家電と食品８の３業種が特に多く，化粧品・トイレタリー６，精密・情報

機器５が続いている。そこで，表１をいま一度詳細に見比べると，製薬に

は薬局等で販売されている市販薬剤ではなく，長年の研究開発を要する病

院での処方薬剤が大部分を占めていること，家電の多くがデジタル家電で

あること，化粧品・トイレタリーでは化粧品は少なくトイレタリーが多数

（出所）　表 1に同じ。
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を占めていることがわかる。

　なお，本論文では後発企業効果をトップ企業の逆転に限定するわけだ

が，後発企業がトップに追いつくものの逆転には至らない市場も少なから

ず存在したことは興味深い。なぜなら，後発企業の猛烈なキャッチアップ

を受けつつも逆転されることなくトップの地位を堅持したという点で，ト

ップ企業側からの視点で激烈な企業間競争への考察を深めることができる

からに他ならない。

３　後発企業参入の年代別分布

　後発企業効果に関するマクロ定量分析の手始めに，後発企業が市場参入

した年代分布を整理した図４に検討を加えていくが，同図はあくまでもト

ップ企業を逆転した後発企業の参入年を示すものであって，すべての後発

企業の参入年を示すものではない点に注意したい。

（出所）　表１に同じ。

0

2

4

6

8

14

12

10

-19
59

19
60
-19
64

19
65
-19
69

19
70
-19
74

19
75
-19
79

19
80
-19
84

19
85
-19
89

19
90
-19
94

19
95
-19
99

20
05
-

20
00
-20
04

図４　後発企業の市場参入年代別分布
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　図４が示すように，後発企業の市場参入で最も多いのが1950年代までの

13社で，そのなかには戦前のものも３社含まれている 7）。それに次ぐのが

高度経済成長期から安定成長期への移行期に当たる1970-74年の10社，安

定成長期の1975-79年，1980-84年の９社，８社とそれぞれなっており，高

度経済成長期に当たる1960年代の市場参入は少ないことがわかる 8）。戦後

復興から高度成長，高度成長から安定成長それぞれの移行期に多いことか

ら，消費者ニーズが大きく変化する時期に後発企業が市場参入するビジネ

スチャンスが到来したことを示している。

　続いて，業種別に参入年代分布を整理した表２を見ていくと 9），まず製

薬が各年代に分布していることに気づく。時代背景との関係では，食品，

レジャー，化学，輸送では高度経済成長期の市場参入の割合が高いのに対

し，化粧品・トイレタリー，機械は安定成長期，（デジタル）家電は1990年

代前半の割合がそれぞれ高くなっており，2005年以降に市場参入した後発

企業で逆転に成功した企業は存在しない。

　なかでも注目すべきは，参入企業数が少ない高度経済成長期に参入した

企業の業種であり，即席袋麺のサンヨー食品（1964年），風味調味料の味の

7）　戦前に市場参入を成し遂げた３社とは，ビスケット類のブルボン（1924
年），腕時計のシチズン時計（1930年），工業用硝安の三菱化成（1937年）で
ある。

8）　なぜ高度経済成長期の市場参入が少ないかについては，事例研究の考察を
待たなければならないが，市場が大きく拡大する同期にあっては，先発企業
の優位性が強く働いたため後発企業効果を発揮するまで成長した後発企業の
参入にはプラスに働かなかったのではないか，との仮説が想定される。ここ
で注意すべきは，図４はあくまでも逆転を成し遂げた後発企業の参入を示す
ものであって，すべての後発企業の参入を示すものではない点であり，高度
経済成長は後発企業の市場参入には追い風にはなっても，トップ逆転までは
至らなかったことになる。

9）　表２において計の企業数が市場数と異なっているのは，同一市場において
複数の後発企業が存在した結果である。
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表２　業種別に見た後発企業市場参入の年代分布
市場
数 -1959 1960-

1964

1965-
1969

1970-
1974

1975-
1979

1980-
1984

1985-
1989

1990-
1994

1995-
1999

2000-
2004

2005- 計

製　薬 13 1 2 1 2 3 2 2 1 14

家　電 8 1 1 1 3 1 1 8

食　品 8 4 1 2 1 8

化粧品
・トイレ
タリー

6 1 2 2 1 6

精密・
情報機器 5 2 1 2 1 6

レジャー 4 1 2 1 1 5

機　械 4 2 2 1 5

化　学 4 1 1 1 1 4

輸　送 2 3 3

流　通 2 1 1 2

建　築 2 1 1 2

鉄　鋼 2 1 1 2

パルプ 1 1 1

金　融 1 1 1

その他 1 1 1

合　計 63 13 4 4 10 9 8 8 6 4 2 68

（出所）　表１に同じ。

素（1970年），レトルトカレーのハウス食品（1971年）の食品３企業は食の

多様化，西欧化という時代背景を反映しているし，軽四輪乗用車の鈴木自

動車（1955年）とダイハツ工業（1958年），航空輸送の ANA（1953年）の輸

送３企業もまた輸送手段の発展やモータリゼーションの進展という時代を

反映したものとなっている。なお，こうした産業特性については，高度成

長期に限ることなく事例研究の際に考慮する必要があろう。
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４　後発企業効果の年代別分布

　次に，後発企業のトップ逆転が確認された年代別分布を整理した図５を

検討していくと，最も多いのが2000-04年の20社と1995-99年の15社のいわ

ゆる「失われた10年」期であり，それに次ぐのが1985-89年の11社と1975-

79年の７社の安定成長期と表２の参入年代とは異なる傾向を示している。

　ここでマクロの経営環境の変化という視点から図５を見直すならば，オ

イルショック，円高不況，バブル崩壊（右肩上がり成長の終焉）といった制

約条件の到来期に多くの後発企業効果が確認できることは興味深い事実発

見である。なぜなら，高度経済成長に代表されるビジネスチャンスの到来

期は後発企業に限定してプラスに作用するわけではないのに対し，制約条

件の到来は先発企業にとってマイナスに作用することが多く，それだけ後

発企業にとって先発企業を一気にキャッチアップし逆転するビジネスチャ

ンスとして作用する可能性が高いことを示唆しているからである。事例研

究によって検証すべき重要な論点の１つである。

　このような年代別分布は業種別にはいかなる傾向を示しているのかを表

３に確認していきたい。まず４社と少なかった高度経済成長期については

食品と化学に集中しており，同期の食の多様化・西洋化とともに重化学工

業化を反映したものとなっている。また，1990年代後半から2000年代前半

にかけての「失われた10年」期においては，製薬，（デジタル）家電，化粧

品・トイレタリー，レジャー，機械といった業種にトップ逆転が集中して

おり，長年の研究開発がこの期に至って製品化した製薬分野を除くと，消

費者ニーズの多様化とともにモジュール化，コモディティ化の動きが少な

からぬ市場で影響を及ぼしている。

　かたや，高度成長期に家庭に普及していった家電や輸送といった耐久費

材部門では，安定成長期以降に後発企業のトップ逆転が実現している。当

初の普及プロセスではもっぱら先発企業に優位に働いたものの，買い換え
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表３　業種別に見た後発企業効果の年代分布
市場
数

1960-
1964

1965-
1969

1970-
1974

1975-
1979

1980-
1984

1985-
1989

1990-
1994

1995-
1999

2000-
2004

2005-
2009

2010- 計

製　薬 13 5 3 5 1 14

家　電 8 5 1 1 1 8

食　品 8 1 1 2 2 1 1 8

化粧品・
トイレ
タリー

6 2 4 6

精密・
情報機器 5 1 1 2 2 6

レジャー 4 1 3 1 5

機　械 4 3 2 5

化　学 4 1 1 1 1 4

輸　送 2 2 1 3

流　通 2 1 1 2

建　築 2 1 1 2

鉄　鋼 2 1 1 2

パルプ 1 1 1

金　融 1 1 1

その他 1 1 1

合　計 63 2 2 7 1 11 3 15 20 6 1 68

（出所）　表１に同じ。

（出所）　表１に同じ。
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図５　後発企業効果の年代別分布
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需要の２巡目，３巡目となってようやく後発企業にビジネスチャンスとし

て機能したと考えると納得のいく結果ではある。

５　後発企業効果に要する年数

　後発企業効果が発揮された年代に続いて検討を加えていきたいのが，ト

ップ企業が逆転まで要した年数の分布を集計した図６である。同図から明

らかなように，５年以下と31年以上の12社が最も多いという両極化傾向に

あり，11-15年の10社がそれに次ぐとはいえ５年以下と31年以上に比べる

とさほど大きな差異は確認できない。５年以下に代表される10年以下の短

期パターン 10）の多さは，差別化製品を準備して市場参入する後発企業が

多いことを物語っているし，11-15年以降の中長期パターンは参入後の差

別化製品のタイミングによるとも考えられるが，はたしてそうであろう

か。

　ここで着目すべきは，５年以下と31年以上の両極化，とりわけ31年以上

が最も多いことをどう理解したらよいのかである。図２において言及した

ように，徐々に長期間をかけてキャッチアップしていく長期パターンもあ

ろうが，ここでは別の視点から考えてみたい。すなわち，むしろ停滞期間

の有無が関係するのではないか，停滞期間の長さによって中長期パターン

の違いも生まれるのではないかと考え，停滞期間を除いたキャッチアップ

年数について次節で考察することにする。

　次に，トップ逆転までに要した年数を業種別に整理した表４を検討して

いくならば，製薬と家電は10年以下の短期パターンが多い。食品は５年以

下とともに31年以上も多く，先の二極化傾向を象徴する業種となっている

し，レジャーと機械では16年以上と21年以上の中長期が多くなっている。

10）　本論文で時期を短期，中期，長期の３パターンに区分する場合，10年以
下，11-20年，21年以上のそれぞれの期間をもって区分する。
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表４　業種別に見た後発企業効果までの年数分布
市場数 0-5年 6-10年 11-15年 16-20年 21-25年 26-30年 31年 - 計

製　薬 13 6 2 4 1 1 14

家　電 8 2 2 2 1 1 8

食　品 8 2 1 1 1 3 8

化粧品・
トイレタ
リー

6 1 1 1 1 1 1 6

精密・
情報機器 5 1 1 1 1 1 1 6

レジャー 4 2 1 1 1 5

機　械 4 2 2 1 5

化　学 4 1 1 1 1 4

輸　送 2 1 1 1 3

流　通 2 2 2

建　築 2 2 2

鉄　鋼 2 1 1 2

パルプ 1 1 1

金　融 1 1 1

その他 1 1 1

合　計 63 12 9 10 8 9 8 12 68

　（注） 　計が市場数を上回っている業種は，同一市場で複数後発企業によるトップ企業の逆
転が確認されたことを意味する。

（出所）　表１に同じ。

（出所）表１に同じ。
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図６　後発企業効果までの年数別分布
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また，流通，建築ではそれぞれ31年以上，21-25年の長期が多くなってお

り，業種ごとの産業特性が逆転までの年数とどのように関係しているの

か，次に確認する停滞期間も踏まえ事例分析によってさらなる考察を深め

る必要があろう。

６　停滞期間を除く後発企業効果に要する年数

　後発企業効果に関するマクロ定量分析の最後に検討したいのは，中長期

パターンについて停滞期間を除いた年数を算出し，停滞期間を経ることな

く逆転に至った企業と合算した年数分布を集計した図７である。なお，本

論文における停滞とは，マーケットシェアが横ばいないし減少にある状態

と位置づけたい 11）。

　停滞期間を除いた分も含めた図７の年数分布は，５年以下と31年以上に

二極化していた図６とは大きく異なっている。具体的には，５年以下27

社，6-10年28社という具合に短期パターンが実に全体の80.9％を占め，５

年以下だけを見ても39.7％を占めている。この結果から，後発企業がキャ

ッチアップを開始してからトップ企業を逆転するまでに要する年数は短期

であり，前節で確認された短期パターンと中長期パターンとの違いは停滞

期間の有無の違いに他ならなかったことになる。

　では，市場参入後スムーズにキャッチアップをスタートできた後発企業

と停滞期を迎えざるを得なかった後発企業との違いは何か。停滞期間を経

ることになった後発企業が停滞から脱し，キャッチアップを開始できたポ

イントは何に見出すことができるのか。経営環境（消費者ニーズ）の変化

や革新的な差別化製品の誕生など可能性のある仮説は指摘でき，具体的な

11）　後発企業参入後の横ばい状態が確認できる具体的なマーケットシェアはケ
ースバイケースであることから，「横ばい」に関する明確な数値基準は設け
ないものとする。
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表５　業種別に見た停滞期間を除く後発企業効果までの年数分布
市場数 0-5年 6-10年 11-15年 16-20年 21-25年 26- 年 計

製　薬 13 10 3 1 14

家　電 8 3 4 1 8

食　品 8 4 2 1 1 8

化粧品・
トイレタ
リー

6 2 3 1 6

精密・
情報機器 5 2 2 1 1 6

レジャー 4 1 3 1 5

機　械 4 2 3 5

化　学 4 1 1 2 4

輸　送 2 2 1 3

流　通 2 1 1 2

建　築 2 1 1 2

鉄　鋼 2 2 2

パルプ 1 1 1

金　融 1 1 1

その他 1 1 1

合　計 63 27 28 4 5 2 2 68

　（注）　図７に同じ
（出所）　表１に同じ。
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図７　後発企業効果までの停滞期間を除く年数分布

　（注）　後発企業のシェア停滞後から後発企業効果までの年数に，停滞しない場合の
同効果までの年数（表４）を加えたものである。なお，データ入手不能のため
停滞時期が特定できないものは除外している。

（出所）　表１に同じ。
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事例研究に向け重要な論点が想起される。

　最後に，停滞期間を除く後発企業効果を発揮するまでに要した年数を業

種別に整理した表５に検討を加えていくと，５年以下の逆転が71.4％を占

める製薬を筆頭に，家電，食品，化粧品・トイレタリー，精密・情報機

器，レジャー，機械，輸送，鉄鋼といった業種で特に10年以下の短期パタ

ーンが目立っている。それぞれの事例研究に際して，ヒットし逆転の起爆

剤となるような差別化製品がどのようにして誕生したのか，短期の後発企

業効果を実現させたポイントとして注目される点である。

　その一方で，表５では11年以上の中長期パターンとなっている13社につ

いても注目したい。なぜなら，例外性，意外性ある事例を深く考察するこ

とこそが経営史的アプローチの醍醐味でありレゾンデートルに他ならない

からである。具体的には，製薬の鎮咳去痰剤，家電の普通紙複写機，食品

のレトルトカレーとウスターソース，トイレタリーのリンス，精密機器の

MRIと一眼レフカメラ，レジャーの硬式テニスラケット，化学の工業用

硝安とブタジエンゴム，輸送の航空輸送，パルプの色板紙，その他のプロ

バイダーである。

Ⅱ　定量分析から定性分析への中間的考察

１　後発性のメリットとデメリット

　Ⅲの定性分析へと移行するに先立ち，今後の事例研究を含めた分析フレ

ームワークを構築しておきたい。その手始めとして，Lieberman and 

Montgomery（1988）が先発優位，後発優位の源泉として指摘した７つの

ポイントについて改めて検討を加え，後発性のメリットとデメリットとい

う形で整理しておくことにする。

　まず後発性のメリットとしては，Lieberman and Montgomery（1988）

が後発の優位性として指摘した４点を以下の４つの可能性と読み替える。
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　①　先発企業を模倣・改善，ベンチマーク先とし差別化できる可能性

　②　先発企業が創出した市場を踏まえさらに拡大できる可能性

　③　技術や消費者ニーズといった経営環境の変化をビジネスチャンスと

して活かせる可能性

　④　トップ企業を中心とした先発企業の凋落によるシェア増加の可能性

　次に後発性のデメリットについてだが，後発企業がキャッチアップしト

ップ企業を逆転するためには，上述した４つのメリットを内部化すること

とともに，後発企業ゆえのデメリットを克服することが不可欠となる。そ

こで，後発性のデメリットを以下の「４つの壁」と言い換えることにする

が，Lieberman and Montgomery（1988）の３つの先発の優位性を踏まえ

たものであることは言うまでもない。

　⑤　先発企業の技術の壁であり，③ の技術の変化が後発企業にとって

ビジネスチャンスに

　⑥　先発企業のリソースの壁であり，⑤ と関連する技術者はじめ販路

や資金力が後発企業の壁に

　⑦　先発企業の製品を購入してきた消費者の壁であり，③ の消費者ニ

ーズの変化が後発企業のビジネスチャンスに

　⑧　⑦ とも密接に関連する先発企業のブランドの壁であり，ブランド

力のない後発企業にはとりわけ高い壁に

　なかでも注目すべきは，デメリットの ⑤ と ⑦ の２つの壁を乗り越える

うえで，技術や消費者ニーズといった経営環境の変化が先発企業には制約

条件に作用する一方で，後発企業にはビジネスチャンスとして作用する可

能性が高い点であり，先のマクロ定量分析における年代別分布が時代背景

を反映した点と整合的である。以上８点の後発性のメリット・デメリット

を踏まえ，次に後発企業効果の定性分析を加えていくうえでの分析フレー

ムワークを構築していくことにしよう。
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２　後発企業効果の分析フレームワーク

　図８は後発企業が市場に参入してからトップを逆転するまでのプロセス

を市場参入前，市場参入，キャッチアップ，逆転の４つの局面に区分した

うえで，先述した後発性のメリット・デメリットと関連づけて図示したも

のである。まず各局面のポイントを見ていくと，後発企業の経営者は市場

参入前局面においては市場に参入することは可能か，そのタイミングはい

つかという重要な意思決定を下さなければならず，そのためには企業内外

の２つの状況を見極めなければならない。

　１つがこれから参入していこうとする市場の見極めであり，先発企業が

開拓した市場の将来性（後発性のメリット ②）を見極めることで参入リスク

を回避できることになる。いま１つのが後発企業内のリソースの見極めで

あり，先発企業と差別化できるだけの製品（サービスを含む）なりそれを可

能とするリソースが社内に準備できているかどうか，先発企業に後れを取

ったリソースの壁（後発性のデメリット ⑥）はいかなる点に見出されるのか

が見極めの具体的な内容となる。なお，前者の見極めは多角的な事業展開

を図ろうとする既存企業に当てはまる場合が多く，後者はこれから起業し

図８　後発企業効果の分析フレームワーク

（出所）　筆者作成。
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ようとするベンチャー企業を中心に後発企業には大なり小なり当てはま

り，４つの壁のなかでもとりわけリソースの壁は後発企業に大きな障害と

なる。

　引き続き図８の分析フレームワークを見ていくと，経営環境の変化が２

つの局面において重要な役割を果たす。１つが市場参入局面であり，いま

１つがキャッチアップ局面である。環境変化を踏まえ先発企業のブランド

製品に替わる差別化製品を登場させるだけのリソースを持った企業は後れ

てでも市場に参入し短期間でキャッチアップするであろうし，市場に参入

した後発企業にはトップ企業へのキャッチアップを開始する契機となるで

あろう。

　とはいえ，消費者の壁とも連結する先発製品のブランドの壁を克服でき

るだけの差別化製品を後発企業が実現することは容易ではなく，技術変化

をともなわない消費者ニーズの変化はなかなか起きるものではないだけ

に，後発企業が意識的にニーズを変化させるような差別化製品を市場に投

入する必要がある。こうした消費者ニーズを変化させる後発企業の差別化

製品に関しては，Ⅲで考察する風味調味料市場の事例が興味深い事実を提

供してくれる。

　味の素は大企業が新規市場へと参入する後発企業事例であり，先発シマ

ヤのブランド製品の問題点を徹底的に研究することによって克服しうる差

別化製品「ほんだし」を発売することで市場参入するが，その際ポイント

となったのが徹底したマーケティングリサーチと自社技術という内部リソ

ースの存在であった。後発企業にとってデメリットなる可能性の高い技術

力が逆に内部に備わっていた点が既存企業の多角化だからこそ可能となっ

たケースであり，短期間で後発企業効果を実現できた理由でもある 12）。

12）　紙幅の関係で次なる論文で論じることになるウスターソースのオタフクの
事例は，同じ食品業界でも味の素とは対照的な長期パターンの事例である
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　この事例を後発性のメリット・デメリットと関連させつつ再度図８に目

をやるならば，先発製品をベンチマークすることでその脆弱性を克服しよ

うとしたという点では，差別化の対象として同製品を活用することで後発

性のメリットの内部化にも成功したことになる。しかし，ブランドの壁と

いう後発性のデメリットは存在したわけで，製品開発とともにマーケティ

ング手法を駆使した市場開拓を目指すことによってデメリットも克服して

いったのであった 13）。

３　後発企業効果と革新的企業者活動

　後発企業がトップ逆転という困難な結果を現実のものとするためには革

新の累積なり連続なりが不可欠となることから，後発企業効果の分析フレ

ームワークの構築に当たって革新的企業者活動の概念を明らかにする必要

がある。後発性のメリット・デメリットの ③ ⑤ ⑦ において言及したよう

に，後発企業が市場参入を成し遂げたりキャッチアップを開始したりする

（文末参考図22参照）。先発のブルドックやカゴメがウスターソースの代名詞
となるほどの高いブランドの壁を築いていたために，当時ウスターソースは
サラサラしたものという固定観念にとらわれていた消費者の壁を崩すことは
容易なことではなかった。スーパーでの実演試食販売を通したお好み焼きの
普及活動やお好み焼き店の開店サポートといった地道な販路開拓を積み重ね
ていくことで，30年以上という長い年月をかけてようやく先発ブランドの壁
を克服できたのであり，同時に消費者の壁を壊すことができたのである。

13）　オタフクの場合は先発製品をメリットとして内部化することは困難であ
り，それどころかブランドや消費者の壁として後発性のデメリットとして大
きくのしかかっていた。その結果，デメリットの克服を差別化製品の投入だ
けによって実現することはできず，長い時間をかけた市場開拓活動によって
ようやくデメリットを克服できたのであった。同様に差別化製品を登場させ
マーケティング手法を駆使してキャッチアップを図った両社の間に，後発企
業効果までにかくも大きな期間の違いをもたらしたものとは何か。今後の事
例研究の重要な論点となる。
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うえで経営環境の変化はきわめて重要な契機となることから，後述するよ

うに環境変化への対応との関連で革新的企業者活動を理解することは有効

になる。

　後発企業効果の分析フレームワークでは，後発性のメリットの内部化と

デメリットの克服の結果誕生した差別化製品の成功がポイントとなったこ

とから，マーケティング活動による市場浸透も交えた創造的適応 14）があ

って初めてトップ逆転は現実のものとなる。そこで，後発企業には最大の

課題となる後発性のデメリット，すなわち４つの壁の克服プロセスについ

て図９によって検討を加えていくことにしたい。

　図９にある４つの壁は大きく２つの局面に分けて考えることができる。

技術力を含め内部リソースの壁を克服していく局面と先発ブランドを含め

た消費者の壁を克服していく局面の２つであり，両局面を分けるのが先発

製品との差別化製品となる。この差別化製品の登場をもって後発企業のキ

ャッチアップはスタートするわけだが，後発企業効果に至るキャッチアッ

プを実現するためには差別化製品をヒットさせ先発製品に取って代わる新

たなブランド製品へと成長させなければならず，市場開拓をはじめとした

販路拡大や販売促進といったマーケティング活動が不可欠となる。要は，

差別化製品のヒットとマーケティング活動が相まって後発性のデメリット

14）　創造的適応については革新的企業者活動との関連で後述するが，制約条件
の到来という経営環境の変化を逆にビジネスチャンスへと転換していく制約
条件のビジネスチャンス化を言い換えたもので，具体的にはそれまで存在し
なかった差別化製品を含む新システムの創造が重要なポイントとなることか
ら，創造的適応と呼ぶことにしたい。なお，新システムの創造にはシュムペ
ーターの５つの革新（製品，製法，原料調達，販路，組織）すべてが当ては
まるとともに，差別化製品のシリーズ化によるブランド構築・強化や郊外型
店舗展開によるショップ・食品街とのコラボをはじめさまざまな事例が含ま
れる（後出表６参照）。要は，こうした創造的適応があって初めてトップ逆
転は実現することになる。
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を克服し，劇的なトップ逆転へと近づくことができるのである。

　最後に，後発企業効果と革新的企業者活動との関係を念頭に以上の分析

フレームワークを整理しておきたい。本研究の革新的企業者活動について

確認しておくと，まずは経営環境の変化をプラスのビジネスチャンスの到

来とマイナスの制約条件の到来に分け，１）ビジネスチャンスの獲得，

２）制約条件の克服，３）制約条件のビジネスチャンス化の３つのレベル

をもって革新的企業者活動を理解したい。なお，２）と３）の違いについ

ては，制約条件が到来する直前の利益水準まで回復させるのが２）の克服，

その水準を上回るまで業績を伸ばすのが３）のビジネスチャンス化である

が，３）にはそれまで存在しなかった新たなシステム（差別化製品を含む）

を創造・実現することが必要となることから創造的適応と呼ぶにふさわし

い革新的企業者活動となろう。そこで，これら３つのレベルの革新を踏ま

え図10を検討していきたい。

　図８で言及した経営環境の変化は後発企業にとってビジネスチャンスと

して機能することが多く，環境変化のタイミングが参入局面かキャッチア

ップ局面かの違いはあれ，そのチャンスを獲得することは後発性のメリッ

図９　４つの壁の克服プロセス

リソース
の壁 技術力の壁 ブランド

の壁 消費者の壁

既存リソース
の活用

キャッチアップの
スタート

後発性のメリットの
内部化

技術・
資本提携

後発性の
デメリットの
克服

差別化製品 差別化商品
のヒット

マーケティング
活動

（出所）　筆者作成。



482

トの内部化とともに後発企業効果に向けた前提条件となる。そのうえで４

つの壁という制約条件を克服していくことが後発企業のキャッチアップに

は不可欠となるが，克服のレベルにとどまるだけではトップ逆転というダ

イナミックなゴールを迎えることはできまい。

　そこで後発企業に求められるのが，後発性という制約条件を逆転の発想

によりビジネスチャンスと捉え，それまで存在しなかったような差別化製

品にまで成長させていく革新的企業者活動であり，そのためには差別化製

品をめぐる製品開発に加え，その魅力を消費者に伝えブランド力を構築し

ていくためのマーケティング活動が有効に働くこととなる。

　以上整理するならば，４つの壁という後発性のデメリットのうち差別化

消費の開発に関わるリソース面の克服だけでは創造的適応は現実のものと

はならないのであり，マーケティング面の克服が成し遂げられることによ

って初めて４つの壁すべてが克服されるのである。要は，トップ逆転の域

にまで達するためには後発性のデメリットの克服は不可避であることか

ら，創造的適応という最高レベルの革新的企業者活動が後発企業効果の十

分条件となり，メリットの内部化という必要条件と相まって同効果を発揮

後発性の
デメリットの
克服

後発性の
メリットの
内部化

図 10　後発企業効果と革新的企業者活動

（出所）　筆者作成。

市場参入
前局面

市場参入
局面

キャッチ
アップ局面 逆転局面

ビジネスチャンス
の獲得

制約条件の
克服

制約条件の
ビジネスチャンス化

差別化製品
の投入

市場・リソース
の見極め



後発企業効果をめぐる経営史的考察（久保）　483

させるための必要十分条件は完備されることになる。

Ⅲ　短期パターンをめぐる定性分析

１　短期パターンと内部リソースの活用

　分析フレームワークの構築を踏まえ事例研究に向けた定性分析へと移っ

ていくが，なかでも注目されるのは短期間でトップ逆転を成し遂げた企業

群であり，そのうち５年以下という最も短い期間で後発企業効果を発揮し

た８社10市場の差別化製品について整理したのが表６である。

　まず注目すべきは，８社すべてが既存の大企業ないしそこから独立した

大企業であり，いわゆるベンチャー企業は１社も含まれていない点であ

る。すなわち，既存企業の多角的事業展開として新規市場へと参入した企

業群が８社であり，そのうち５社が製薬会社であることは研究開発に多く

の資金を投入できた結果である。とはいえ，自社内の研究開発によってす

べての差別化製品が誕生するわけではなく，欧米の海外企業とライセンス

契約を結んだ山之内製薬（高脂血症治療剤）や共同開発契約を結んだ藤沢薬

品（催眠鎮静剤）のように外部リソースを活用することも有効となる（表６

参照） 15）。

　製薬では長期の研究開発期間を要することから，内部リソースを活用し

た４社も新たに開発した差別化製品の確証をもって新規事業へと参入した

わけで，参入後に製品開発が及ぶことで短期パターンでなくなった企業群

との違いは開発期間の時期の違いということになる。そうした意味では，

文字通りの短期間でキャッチアップできるためには，すでに市場において

ブランドを構築している海外メーカーとの提携を選択することが現実的な

15）　２社についても研究開発の技術者はじめ内部リソースを活用したことは言
うまでもなく，表６における内部・外部リソースの区分はいずれが差別化製
品を生み出すポイントとなったのかという点に見出される。
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６
　
後
発
企
業
効
果
（
５
年
以
下
）
の
差
別
化
製
品

業
種

市
 場

後
発
企
業

ト
ッ
プ

企
業

参
入
年
逆
転
年
年
数

差
別
化
製
品

（
発
売
年
）

差
　
別
　
化

内
部
リ
ソ
ー
ス

外
部
提
携

製
薬

高
脂
血
症

治
療
剤

山
之
内
製

薬
第
一
製
薬

1
9
9
9

2
0
0
4

5
リ
ビ
ト
ー
ル

（
2
0
0
0
）

コ
レ
ス
テ
ロ
ー
ル
低
下

作
用
が
強
く
効
果
も
確

実

米
フ
ァ
イ
ザ
ー
が
創
製
，

同
社
と
ラ
イ
セ
ン
ス
契

約

不
整
脈
治

療
剤

住
友
製
薬
ゼ
ネ
カ
薬

品
1
9
8
5

1
9
8
6

1
ア
ル
マ
ー
ル

（
1
9
8
5
）

効
果
が
長
時
間
持
続
，

神
経
や
心
臓
へ
の
作
用

が
弱
く
副
作
用
が
現
れ

に
く
い

住
友
製
薬
の
設
立
は
1
9
8
4

年
，
住
友
化
学
工
業
の
医

薬
事
業
部
門
の

R
&

D
を

継
承
（
稲
畑
産
業
の
医
薬

品
販
売
部
門
を
継
承
），

ア
ル
マ
ー
ル
を
創
製

制
吐
剤

大
日
本
製

薬
協
和
醗
酵

1
9
9
8

2
0
0
1

3
ガ
ス
モ
チ
ン

（
1
9
9
8
）

セ
ロ
ト
ニ
ン
受
容
体
＊

に
選
択
的
に
作
用

プ
ロ
ト
タ
イ
プ
の
ベ
ン
ズ

ア
ミ
ド
＊
＊
化
合
物
か
ら

最
適
化
研
究
を
経
て
苦
節

５
年
，
当
初
設
定
し
た
薬

理
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
を
有
す

る
ガ
ス
モ
チ
ン
を
創
製

消
化
性
潰

瘍
用
剤

山
之
内
製

薬
ゼ
リ
ア
新

薬
1
9
8
5

1
9
8
8

3
ガ
ス
タ
ー

（
1
9
8
5
）

胃
潰
瘍
の
治
癒
率
が
大

き
く
向
上
，
効
果
が
長

時
間
持
続

1
9
7
9
年
開
発
，
医
療
用
医

薬
品
と
し
て
1
9
8
3
年
発
売
，

海
外
製
品
シ
メ
チ
ジ
ン
や

ラ
ニ
チ
ジ
ン
と
効
能
は
同

じ
だ
が
，
国
内
メ
ー
カ
ー

製
品
の
た
め
広
く
流
通

糖
尿
病
治

療
剤

武
田
薬
品

工
業

山
之
内
製

薬
1
9
9
4

1
9
9
9

5
ベ
イ
ス
ン

（
1
9
9
4
）

糖
尿
病
予
備
軍
に
あ
た

る
耐
糖
能
異
常
の
あ
る

人
に
対
す
る
効
能

ボ
グ
リ
ボ
ー
ス
を
安
定
性

や
安
全
性
の
面
か
ら
開
発

候
補
化
合
物
と
し
て
選
定

（
1
9
8
1
年
）
し
て
か
ら
1
3
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ベ
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＊
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。
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所
）　
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素
編
（
2
0
0
9
），
日
本
即
席
食
品
工
業
協
会
（
2
0
1
4
）
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意思決定となる。

　先述した製薬２社を除いた８市場において内部リソースの活用が差別化

製品登場のポイントであったことは，自社の技術者，販路，資金，ブラン

ド力といった内部リソースを備えた既存大企業ならではであり，新たに起

業したベンチャー企業とはリソースの壁の高さは明らかに異なるのであ

る。いま１つ留意すべきは，家電・食品の４市場も含め研究開発は市場参

入前局面において完了し，差別化製品をすでに準備できていたからこそ５

年以下というきわめて短期間でトップを逆転できたという点であり，外部

リソースを活用した２社を含め10市場すべてが差別化製品をもって新規市

場へと参入することが最大のポイントとなっていた。

２　短期パターンの事例：風味調味料市場

　そこで，短期パターンの代表例として風味調味料市場について定性分析

を行うが，図11のマーケットシェアの推移にもあるように，先発企業は

1964年発売の「シマヤだしの素」で市場を独占していたシマヤであり，一
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図 11　風味調味料のマーケットシェアの推移  

（出所）　日刊経済通信社調査部編 『酒類食品産業の生産・販売シェア』各年版より作成。
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（％）



後発企業効果をめぐる経営史的考察（久保）　487

時は95％というガリバー的存在だった同社を味の素はわずか２年で逆転す

る。その要因は何に見出されるのか，上述したポイントを念頭に置きつつ

考察していきたい。

　味の素にとって最大の後発性のデメリットが先発シマヤの圧倒的シェア

ゆえのブランドの壁，そして消費者の壁であったことは言うまでもない

が，４つの壁すべてがデメリットだったわけではなかった。グルタミン酸

ナトリウム（以下，MSGと称す）を主成分とする日本初のうま味調味料の

製造方法を発見し1908年に特許を取得，翌1909年には「味の素」として製

品化したパイオニア企業が味の素であり 16），図12のMSG市場のマーケッ

16）　うまみ調味料の歴史は，「味の素」の誕生とともに始まる。御木本幸吉の
真珠養殖，豊田佐吉の自動織機と並んで日本の三大発明品と称されるのがう
ま味調味料「味の素」であり，その原点は池田菊苗博士（東京帝国大学助教
授）の“うま味”成分の発見に遡る。最先端の物理学を学ぶためにドイツに
留学した池田博士は，ドイツ人の体格と栄養状態の良さに驚き，それに劣る
日本人の栄養状態を改善したいとの思いを持って帰国する。そして，昆布だ

（出所）　日刊経済新聞社編（2008）176頁，日刊経済通信社編（1993-2011）各年版よ
り作成。
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図 12　MSGのマーケットシェアの推移

味の素 旭化成→旭フーズ→JT

協和発酵→協和発酵フーズ→キリン協和フーズ
武田薬品→武田キリン食品→キリンフード
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トシェアの推移が今日に至るまでトップの座を維持していることを示して

いるように 17），技術やリソースを社内に備えていた同社には両者の壁は事

実上存在しなかった。

　一方，後発性のメリットについては多くを享受しており，前述したメリ

ットのうち ① ② ④ は確実に享受でき，高度経済成長から安定成長にかけ

内食需要において一次産品より利便性の高い加工品が拡大していく「食の

バラエティ化」 18）が追い風となったという点では，③ の経営環境の変化も

しを味わうなかで甘味，塩味，酸味，苦味とは違う味の存在を確信し，昆布
だしの成分がMSGというアミノ酸の一種であることをついに発見。この第
５の味を“うま味”と命名する。その後池田博士が事業化を三郎助に依頼
し，忠治が製造技術を担当，三郎助の長男三郎も販売を担当することで「味
の素」の事業化は動き出すのである（味の素編（2009）19-38頁）。

17）　図12においていま１つ興味深い現象が確認できる。キリン協和フーズがト
ップ味の素を猛追し後発企業効果を目指していることであり，いまだトップ
逆転には至っていないことから今回の対象からは外されているが，ガリバー
的トップ企業を大逆転するかもしれない事例として今後が注目される。こう
した猛追には伏線があり，協和発酵はMSG製造技術に革新をもたらした企
業だったのである。従来までの抽出法（植物性タンパク質を塩酸で加水分解
し，その分解液からグルタミン酸を分離してMSGの結晶に精製するという
製造法）は原料の小麦粉や大豆のグルタミン酸含有量が５％程度しかないた
め生産効率が悪く，副製品によって間接的にコスト削減を図らざるを得なか
った。また，分解するための塩酸を大量に使用するため危険なうえに設備が
劣化しやすいという問題も抱えていたが，協和発酵が1956年９月，コストの
安い廃糖蜜，澱粉，ブドウ糖などの糖から直接MSGを発酵生産する発酵法
を発表する。ときあたかも即席麺をはじめ新規加工食品が次々と誕生してい
た頃でもあり，MSGは加工食品にとって最も基本的な調味料として食品業
界に豊富かつ安価に提供できるようになり，食品工業は一変することになっ
た（味の素編（2009）129頁，協和発酵（2000）67頁）。

18）　メーカーによる家庭用と業務用とのすみ分けが完成し，「製品の純，即席，
レトルト，缶詰といったバラエティ化が完成する時期」（産業学会編（1995）
612頁）が他でもない高度経済成長から安定成長にかけての1970 年代であっ
た。
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享受できたことになる。なかでも味の素にとって重要な意味を持ったの

が ② の市場拡大の潜在的可能性であり，同社が風味調味料市場へと参入

する動機づけとなった。事実，1969年段階で2,500～3,000トンに過ぎなか

った市場規模が1973年には１万7,000トン，1978年には３万トンの規模ま

で拡大することになる 19）。

　以上が社外の市場の見極めであるが，実は味の素は最初からかつお風味

和風だし「ほんだし」（1970年発売）の製品開発を目指していたわけではな

かった。1960年代後半，味の素のうま味調味料「ハイ・ミー」は武田薬品

工業の「いの一番」をはじめ競合他社の激しい追い上げにあっていたが，

武田が鰹節風味を加えた新製品を発売するという情報が流れたこともあ

り，鰹節のキーフレーバーを探して「ハイ・ミー」に追加するようにとの

鈴木恭二社長の指令の下，1968年に開発グループ（KECグループ）が立ち

上がった。しかし，製品化には至らず1969年に開発計画は中止されるが，

同グループは方針転換し鰹節をそのまま使用した製品の開発に着手する。

これが「ほんだし」の出発点であり，内部リソースの見極めと活用であっ

た 20）。

　方針転換という意図せざる戦略展開であったとはいえ，味の素が後発企

業効果を発揮できた最大のポイントは先発企業への徹底したベンチマーキ

ングにあった。そこで，そのプロセスをふり返っていくと，味の素の参入

前局面において市場規模が小さかった要因は，シマヤの「だしの素」に改

善すべき課題が存在したからである。それゆえに市場には成長できる潜在

的可能性が秘められていると考えた KEGグループは，研究開発をスター

トさせたわけである。

　その課題とは，吸湿性が高いために固まりやすく褐変して黒くなるとい

19）　味の素編（1990）403頁。
20）　味の素編（2009）388頁。
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うものであり，そもそもの原因となった粉末を顆粒とすることで差別化を

図ろうとするが，最大の難関が待ち構えていた。食品の造粒技術が確立さ

れていなかった当時，鰹だしの味と香りを再現するための顆粒化こそが研

究開発の大きなハードルとなったのである。しかし，味の素が開発した羽

根式造粒法という内部リソースによってみごと克服することに成功したの

である 21）。

　新たな製品形態を誕生させることで市場規模を10倍以上に拡大させた

「ほんだし」の製品化プロセスとは，制約条件を克服するレベルにとどま

るものではない創造的適応の名に値する革新的企業者活動に他ならなかっ

たわけだが，こうした技術革新だけをもって「ほんだし」の成功と後発企

業効果は実現したのであろうか。そこには「ニューマーケティング」の展

開が大きく関わっており，新製品の方向性もまたマーケティングリサーチ

を通した消費者との対話のなかから発見されたものであった。

　1960年代後半，味の素では販売活動の基本理念であるマーケティングコ

ンセプトの転換が図られていた。「ニューマーケティング」の展開とは従

来までの「造れば売れる，良いものは必ず消費者に受容される」との前提

に立ったマーケティングから脱皮し，消費者に正しい製品知識と役立つ情

報を提供し，消費者との接触機会を増大させるというものであった 22）。「ほ

んだし」は２年の歳月と１万7,000人の主婦による味覚テストを経て開発

されたものであったが，当初から短期間でシェアを拡大させることを目指

し総合的なマーケティング力を集中する販売戦略を展開した点も重要であ

り 23），それは「ニューマーケティング」の実践以外の何物でもなかった。

21）　味の素編（2009）389頁。
22）　味の素編（1990）394頁。
23）　味の素編（1990）403頁。


